
32.　4.　15
※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、
催しなどが中止・延期になる場合があります。

※市外局番は書いてあるものを除きすべて
042です。

　

第
１
回
市
議
会
定
例
会
に
お
い
て
、
２
年
度
予
算
が
審
議
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
予
算
、
特
別
会

計
予
算
、
下
水
道
事
業
会
計
予
算
は
原
案
の
通
り
可
決
さ
れ
、
成
立
し
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
予
算
は
、
総
額
で
４
３
８
億
１
７
０
０
万
円
（
前
年
度
比
１６
億
１
７
０
０
万
円
、
３
・
８

％
の
増
）
と
な
り
ま
し
た
。
主
な
増
加
要
因
は
、
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化
へ
の
対
応
な
ど
の
民
生

費
の
増
加
、
都
市
計
画
道
路
東
３
・
４
・
１３
号
線
及
び
東
３
・
４
・
２１
号
線
整
備
事
業
や
自
転
車
等
駐

車
場
整
備
事
業
の
推
進
に
よ
る
土
木
費
の
増
加
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　

一
般
会
計
に
３
特
別
会
計
（
国
民
健
康
保
険
、
後
期
高
齢
者
医
療
、
介
護
保
険
）
を
合
わ
せ
た
総
額

で
は
、
６
８
８
億
５
９
０
４
万
４
千
円
（
前
年
度
比
２０
億
３
８
４
９
万
５
千
円
、
３
・
１
％
の
増
）
と

な
り
ま
し
た
。
下
水
道
事
業
特
別
会
計
は
、
地
方
公
営
企
業
法
を
適
用
す
る
こ
と
か
ら
、
下
水
道
事
業

会
計
へ
移
行
と
な
り
ま
し
た
。
収
益
的
収
支
の
う
ち
、
収
入
が
２５
億
４
６
８
７
万
４
千
円
、
支
出
が
２２

億
５
９
３
９
万
円
、
資
本
的
収
支
の
う
ち
、
収
入
が
４
億
１
９
９
８
万
８
千
円
、
支
出
が
１３
億
２
０
５

７
万
６
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

詳
し
く
は
財
政
課
☎
４
７
０
・
７
７
０
６
へ
。

一

般

会

計

・

歳

入

　

歳
入
の
根
幹
で
あ
る
市
税
は
、

納
税
義
務
者
数
の
増
加
な
ど
に
よ

る
個
人
市
民
税
の
増
加
や
、
固
定

資
産
税
、
都
市
計
画
税
の
増
加
な

ど
に
よ
り
、
市
税
全
体
で
１
７
１

億
６
８
６
５
万
５
千
円
（
前
年
度

比
１
億
７
６
５
６
万
８
千
円
、

１
・
０
％
の
増
）
と
見
込
ん
で
い

ま
す
。

一

般

会

計

・

歳

出

　

２
年
度
の
重
点
施
策
と
し
て
、

「
行
財
政
改
革
の
推
進
」「
生
活

の
快
適
性
を
支
え
る
ま
ち
づ
く

り
」「
子
ど
も
が
健
や
か
に
生
ま

れ
育
つ
こ
と
へ
の
支
援
」「
生
涯

学
習
の
推
進
」
を
掲
げ
、
地
域
公

共
交
通
の
充
実
に
向
け
た
、
デ
マ

ン
ド
型
交
通
運
行
事
業
や
自
転
車

等
駐
車
場
整
備
事
業
、
中
央
図
書

館
の
大
規
模
改
修
、
ま
た
、
市
制

施
行
５０
周
年
記
念
事
業
な
ど
の
予

算
を
措
置
し
ま
し
た
。

　

な
お
、「
令
和
２
年
度
東
久
留

米
市
の
予
算【
わ
か
り
や
す
い

版
】」
を
５
月
１
日
（
金
）
か
ら

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
ま
す
。

基本目標ごとの新規事業、投資的事業等
　２年度に予定している主要な事業を、東久留米市第４次長期総合
計画・後期基本計画の基本目標ごとに記載しています。
※ 区分欄の「重点」は重点施策事業、「新規」は新規事業、「拡大」は拡
大事業、「継続」は継続事業です。

１　計画を推進していくために ５　子どもの未来と文化をはぐくむまち

２　にぎわいと活力あふれるまち

３　住みやすさを感じるまち

事業名区分

事業名区分

事業名区分

４　健康で幸せにすごせるまち

◎市制施行 50周年記念事業（予算を伴う事業のみ掲載）
１　新規記念事業

２　変更・拡充記念事業 

事業名区分

重点継続 長期総合計画策定事業

事業名区分

６　地球環境にやさしいまち 

事業名

事業名 事業名

区分

７　その他事業（個別施策・個別評価事務事業等）

事業名区分

重点拡大

継続

継続

重点継続

重点新規

継続

継続

継続

継続

継続

新規

小規模保育給付費（1園新規開園）

障害児巡回相談事業

私立保育園保育運営費（管内）

保育所等利用多子世帯負担軽減事業

学童保育所運営業務委託

子供食堂推進事業補助金

第六小学校北校舎棟東側他中規模改造事業

第九小学校北校舎棟中規模改造事業

第十小学校トイレ改修事業

東中学校東校舎棟西側他中規模改造事業

西中学校習熟度別教室他空調機設置事業

新規

継続

統合型校務支援システム導入事業

学校再編成事業

新規

新規

拡大

重点継続

スポーツセンタープール可動屋根修繕工事

スポーツセンター電話設備交換修繕工事

放課後子供教室推進事業

中央図書館大規模改造事業

継続

新規

継続

庁舎省エネ設備等導入事業（照明LED化）

庁舎省エネ設備導入事業（パッケージエアコン）

向山緑地若返り事業

継続

新規

新規

新規

スポーツ健康都市宣言事業

国勢調査

東京都知事選挙

市制施行50周年記念事業　　※下記参照

50周年記念式典事業 

市のプロモーション動画作成事業 

市紹介パンフレットの作成 

ホームページトップページ等改修事業 

デザインマンホール蓋の作成 

特産品の特別パッケージ作成 

郷土資料室写真展 

事業名

第41回市民みんなのまつり農業祭・商工祭

農業振興計画中間見直し事業

都市農業活性化支援事業

重点継続 財政健全経営計画検討会議運営事業

重点継続
住民情報システム共同利用事業
（自治体クラウド導入支援業務）

新規
第三小学校東校舎棟大規模改造事業
（実施設計）

新規
第九小学校西校舎棟他中規模改造事業
（実施設計）

新規
下里中学校南校舎棟他大規模改造事業
（実施設計）

継続
文化財資料集出版事業
「東久留米市歴史ライブラリー３」

新規
第五小学校校舎棟東側他中規模改造事業
（実施設計）

新規
第七小学校北校舎棟西側他中規模改造事業
（実施設計）

重点継続 ＩＣＴ利活用推進事業

重点継続 公共施設マネジメントの推進

重点新規 文書管理システム導入事業

新規

継続

新規

重点継続

重点継続

拡大

拡大

成年後見制度推進事業

被保護者健康管理支援事業

新規

継続

新規

新規

拡大

グループホーム等開設準備経費助成事業

ウォーキングマップ活用事業

自殺対策事業

骨髄移植ドナー支援事業

ロタウイルスワクチン定期接種事業

地域防災計画等改訂事業

公園施設長寿命化対策事業

用途地域等見直し事業

デマンド型交通運行事業

無電柱化推進事業

新規

継続

重点継続
都市計画道路東
3・4・5号線整備事業

重点継続
都市計画道路東３・４・１３号線
及び東３・４・２１号線整備事業

新規
障害者計画・第６期障害福祉計画・
第２期障害児福祉計画策定事業

継続
特定緊急輸送道路沿道建築物
耐震化促進助成事業

市道207号線整備事業継続

自転車等駐車場整備事業重点継続

道路舗装補修等事業継続

橋梁長寿命化事業継続

木造住宅耐震診断・改修助成事業継続

2年度予算が成立しました2年度予算が成立しました
令和2年度東久留米市当初予算

会　　計 令和2年度 令和元年度 増減率

令和2年度

下水道事業会計 収益的収支（収入）

資本的収支（収入）

25億4,687万4千円

4億1,998万8千円

収益的収支（支出）

資本的収支（支出）

22億5,939万円

13億2,057万6千円

合　　計

438億1,700万円

117億1,306万1千円

33億899万2千円

100億1,999万1千円

688億5,904万4千円

422億円

123億7,054万円

31億8,672万4千円

90億6,328万5千円

668億2,054万9千円

3.8%

△5.3%

3.8%

10.6%

3.1%

一 般 会 計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

19.0％
（14.3％増）

歳　入
438億1,700万円

438億1,700万円

39.2％
（1.0％増）

16.0％
（10.5％増）

7.0％
（10.5％増）

4.8％
（24.5％減）

3.1％
（14.3％減）

5.6％
（31.2％増）

5.3％
（8.9％減） 市税

171億6,865万5千円
市民税、固定資産税、
都市計画税、市たばこ税、
軽自動車税

都支出金
69億9,919万8千円
特定の事業に対し、都から
交付される負担金・補助金など

国庫支出金
83億2,283万9千円
特定の事業に対し、国から交付
される負担金・補助金など

地方交付税
30億5,300万円
地方団体間の財源の
格差を調整するために
国から配分されるお金

地方消費税交付金
24億7,000万円
国勢調査による市の人口と
統計（小売年間販売額など）
による市内の従業員数に応じ
て都から交付されるお金

市債
21億1,780万円
学校や道路の整備の
ために借り入れるお金

繰入金
13億7,883万9千円
事業のために基金から
取り崩すお金

その他
23億666万9千円
地方譲与税、利子割交付金、
地方特例交付金、
使用料および手数料など

一般会計・歳入

歳　出

55.1％
（5.2％増）11.0％

（1.2％増）

8.1％
（18.2％増）

9.3％
（6.0％増）

7.2％
（2.7％減）

4.7％
（9.1％減）

3.3％
（6.9％減）

1.3％
（1.3％増）

土木費
35億2,745万9千円
都市計画、道路、公園などの
事業の経費

教育費
48億1,606万円
学校教育、生涯学習、
スポーツ振興などの事業の経費

総務費
40億5,798万5千円
財産管理、人事、徴税、
戸籍、選挙、統計調査など、
他に分類されない事業の経費

衛生費
31億7,611万円
保健衛生、公害対策、
ごみ処理などの事業の経費

公債費
20億7,562万3千円
市の借金（市債）の返済や
一時的な借り入れをした場合の
利息支払いの経費

消防費
14億4,971万6千円
消防、救急などの事業の経費

その他
5億4,976万7千円
議会費、労働費、農林業費、
商工費、予備費

障害者福祉、児童福祉、
高齢者福祉、生活保護、
医療などの事業の経費医療などの事業の経費

民生費
241億6,428万円

一般会計・歳出

※各項目に含まれる職員人件費の合計…50億6,056万円（前年度比2.2％増）

19.0％
（14.3％増）
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都支出金
69億9,919万8千円
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交付される負担金・補助金など

国庫支出金
83億2,283万9千円
特定の事業に対し、国から交付
される負担金・補助金など

地方交付税
30億5,300万円
地方団体間の財源の
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24億7,000万円
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241億6,428万円


